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令和８（２０２６）年１０月 

  柏 崎 市 

１ 予算編成の基本方針 

 

昨今の世界情勢を鑑みるに、地政学的な緊張の高まり、気候変動、地球温暖化によるも

のとみられる大災害、エネルギー・資源価格の高騰、経済の混迷、ＡＩ利用における光と

陰、また、我が国においても人口減少・少子高齢化、自然災害の激甚化・頻発化など、正

に不確実な時代の真っただ中にある。私たち柏崎市政はこうした状況の変化に、的確か

つ迅速に対応し、市民の暮らしを守り、地域経済を発展させていかなければならない。 

国は、「経済財政運営と改革の基本方針２０２６（骨太の方針）」において、「責任ある

積極財政」の下、「強い経済」と「財政の持続可能性」の両立を図り、令和９（２０２７）

年度を「責任ある積極財政元年」と位置付けている。危機管理投資・成長投資を大胆かつ

戦略的に進め、強い地域経済の構築や人材力の強化、防災・減災・国土強靱化等を推進す

るとともに、従来の一律抑制型の考え方から転換し、既存事業の見直しと政策効果の高

い分野への重点化を進めることとしている。こうした方針を地方において具体化する「地

域未来戦略」では、地域への投資を呼び込み、地域資源を生かした産業の高付加価値化や

人材の確保・育成等を進め、地域の「稼ぐ力」を高め、持続可能で若者や女性に選ばれる

地域の実現を目指している。 

本市においては、人口減少・少子高齢化への対応に加え、地域医療・福祉、子ども・子

育て・教育、公共交通、防災・減災など市民生活を支える基盤の維持・強化が課題となっ

ている。加えて、ごみ処理施設の建設、産業団地の造成など大規模事業が重なり、令和９

（２０２７）・令和１０（２０２８）年度においては、連続して過去最大規模の当初予算

額となる見込みである。将来的に財政負担は重くのしかかる懸念があり、歳出の精査は

引き続き行わなくてはならない。一方で、市民生活を支える地域医療、子育て、教育など

の施策を着実に進め、若者や女性に選ばれるまちづくりを進めていく必要がある。また、

ものづくりを中心とした高い技術力、エネルギー分野における先進的な取組や知見、豊

かな自然や地域資源など、本市ならではの強みを更に伸ばしていくことで経済を活性化

させ、産業競争力を強化する必要がある。 

以上を踏まえ、令和９（２０２７）年度予算は、第六次総合計画の将来都市像に掲げる

「笑顔と energy あふれる未来都市・かしわざき」の実現に向け、これまでの取組や先例

に捕らわれることなく、本市の強みを生かし、将来の成長につながる取組にスピード感

を持って果敢に挑戦するものとする。また、国・県の政策動向や各種支援策を的確に捉

え、有効に活用するとともに、事業峻別、補助金等の見直しやＤＸ推進による事務事業の

適正化・効率化を考慮の上、限られた財源と人材を最大限に生かし、第六次総合計画前期

基本計画の２つの重点戦略を推し進める取組に重点的に配分する。将来の柏崎の発展に

つながる分野には必要な投資を行う一方、堅実な財政運営にも十分配慮し、次の方針に

基づき編成するものとする。 
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⑴ 重点戦略の着実な実施  

第六次総合計画前期基本計画（以下「前期計画」という。）の重点戦略に位置付けられ、

本市が直面する重要課題に積極的かつ着実に取り組む事業について、重点的かつ効率的

に財源配分し、メリハリの効いた予算編成とする。課題の本質を的確に捉え、市民が「豊

かさ」「便利さ」を実感できる施策の展開を進めること。 

 

⑵ 真に必要な財政需要への対応（新規・拡充事業） 

重要性・緊急性から新たに取り組む事業又は拡充が必要な事業は、市長と各部長との

ミーティング時に提案すること。ただし、成果重視の視点から、費用対効果、後年度負担

及び他市の状況などの合理的根拠に基づく検証を徹底し、成果の乏しい既存事業の統廃

合を同時に進めること。 

 

⑶ 健全財政の堅持  

健全かつ安定した財政運営を堅持するため、財政計画に沿った予算編成を行う。令和

９（２０２７）・１０（２０２８）年度に当初予算規模が連続して過去最大となる見込み

であることから、将来的な財政負担を考慮し、真に必要な経費を要求すること。業務の必

要性・内容等の在り方を再確認し、更には仕事の進め方を根本的に見直す意識を持って

合理化・効率化に最善を尽くすこと。 

 

２ 予算要求に際しての留意事項 

 

⑴ 予算要求の基本事項  

ア 当初予算は、会計年度を通じた予算を計上するものであり、当初予算で要求すべき

ものを安易に補正予算にて要求することのないようにすること。 

イ 予算要求に当たっては、本市の財政状況や社会経済情勢を十分に認識し、過去の要

求内容の単純な引用など、前例踏襲、慣習・通例による要求は行わないこと。 

ウ 具体的な予算要求に際しては、事務事業の優先順位を明確にすること。 

エ 目的・目標の達成状況や市民ニーズの適合、費用対効果及び後年度負担等について

合理的根拠に基づく検証を確実に行い、緊急性・必要性等の判断基準により徹底した

施策・事業の重点化を進め、要求内容にメリハリを付けること。 

オ 物価高騰及び賃金上昇への対応については、国からの通知に基づき適切な価格転嫁

を行うこと。なお、物価高騰においては、安易に増額要求するのではなく、一定の質・

機能を確保した上でコストが抑えられる代替手段を検討すること。 

 

⑵ 経費別要求基準  

 ア 経常費 

 （ア）前期計画（財政計画を含む。）に沿った要求を基本とすること。 

（イ）物価高騰対策に必要な経費は、部課長も含め、十分精査した上で要求すること。安

易な歳出増とならないよう留意すること。 

（ウ）事務事業のスクラップアンドビルドにより要求する新たな科目の計上額は、正当
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な理由がない場合は、従来の科目の総額を上回らないこと。 

（エ）その他経費別留意事項のとおり、十分に精査して要求すること。 

 

イ 事業費 

   前期計画に掲げる重点戦略、主要施策及び財政計画に所要額を計上済みの事業とす

る。 

 

ウ 人件費 

   適切な人員確保と効率的な事務執行により、時間外勤務手当の更なる縮減に努め、

その縮減を事務事業費として、市民に還元を図ること。安易に会計年度任用職員を雇

用せず、総人件費の抑制に努めること。 

 

⑶ 留意事項  

 ア 歳入 

健全財政確保の見地から、確実な見通しを立てること。その際、国・県支出金や特 

定目的基金の有効活用も含めた特定財源の的確な把握に努めること。 

 

 イ 歳出 

事務事業の内容を精査し、かつ、適切な科目での予算措置を行うこと。職場内の適 

正な人員配置に努めるとともに、引き続き経費の削減を図ること。 

事業峻別により見直しの対象となっている事務事業のほか、全ての事務事業におい

て、予算要求する段階で事業の廃止、民営化・譲渡や委託等の可能性を調査するなどの

見直しを行い、真に行政が行うべき事業を精査すること。 

また、補助金等適正化推進協議会にて見直し等の評価のあった補助金・負担金におい

ては、協議会からの意見を最大限尊重し、検討を行った上で、真に必要な額を要求する

こと。 

  

ウ コスト意識に基づく予算要求 

   先例に捕らわれることなく、全ての事務事業を次の観点において検証すること。 

（ア）必要性：市が実施する必要性及び市民の共感が得られる財政需要への対応である

か。 

（イ）効率性：無駄がなく、投入される行政資源に見合う成果が確実に見込めるか。 

ＡＩ・デジタル技術が有効活用されているか。 

（ウ）有効性：意図する目的・効果を最大化できる手法が選択されているか。 

（エ）公平性：後年度へ過度な負担を強いていないか。地域間において不均衡な制度・サ

ービスとなっていないか。 

（オ）緊急性：課題を先送りすることなく迅速に対応しているか。他の事業より優先して

実施すべきものか。 

 

 



4 

 

エ 不用額の縮減 

不用額の発生は、限りある財源の有効活用や重要施策への重点配分を図る上で不適

切である。毎年度、一定の割合で不用額が発生していることから、その原因を分析し、

精緻に見積もること。  

 

オ 関係部局との連携 

   行政需要の多様化・複雑化に伴い、複数の部署が分野横断的に取り組むべき事業が

増加していることから、適切な情報共有体制の下、同一目的の事業については、課又

は部内のみの検討に留まることなく、関係する所属等と連携を密に図り、組織の枠を

超えて一体的かつ効果的に事業を進めること。 

  

カ 年間予算、国・県の動向把握 

（ア）年間予算の考え方 

   国の予算や地方財政計画が現時点では明らかでないため、原則として現行制度に基

づき、国・県等の動向を的確に把握した年間予算とする。 

この年間予算の考え方は、災害関係など特別の事情がある場合を除き、執行における

財源不足の補正は認めない方針であるので、要求に当たっては特に留意すること。 

 

 （イ）国・県の動向把握 

国の概算要求では、通常の歳出とは別に『「強く豊かな日本」投資枠』を創設し、資

源・エネルギーや防災・国土強靭化など１７の戦略分野について所要額を適切に要求す

ることとしている。また、経済財政運営と改革の基本方針２０２６（骨太の方針）では、

ＤＸの推進、ＧＸの強化、防災・減災対策の取組の強化、農林水産業の構造転換、若者・

女性の活躍などが記載されている。令和９年度地方債計画（案）においては、公共施設

等適正管理推進事業債、緊急自然災害防止対策事業債、デジタル活用推進事業債などほ

ぼ全てのメニューで令和８（２０２６）年度と同規模で計画されている。本市にも深く

関係する重要施策に係る国・県の動向を注視すること。また、飲食料品に係る消費税率

引下げに伴う地方消費税交付金や地方特例交付金などへの影響にも注視すること。 

なお、予算要求後に制度変更等が生じ、財政措置が必要になった場合には、速やかに

財政管理課財政係と協議すること。これは、規律の中にも柔軟に対応するという両面か

ら、予算の効率的な執行を後押しするものである。 

  

キ 各機関からの指摘事項等 

   国・県、市議会、監査機関からの指摘・指導事項は、改善すること。 
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３ 予算編成スケジュール（予定） 

 

○１０月 ８日（木） 予算編成方針説明会（１回目） 

○１０月 ９日（金） 予算編成方針説明会（２回目） 

○１０月１９日（月） 市長と各部長とのミーティング ～１０月２２日（木） 

○１１月 ４日（水） 要求 締切り（経常費・特別会計） 

○１１月 ９日（月） 聴き取り・査定（特別会計）  

○１１月１０日（火） 聴き取り・査定（経常費） ～１２月３日（木） 

○１１月１１日（水） 要求 締切り（事業費） 

○１２月 ４日（金） 聴き取り・査定（事業費） ～１２月１０日（木） 

○１２月１１日（金） 聴き取り（歳入） 

○１２月２３日（水） 部長査定結果各課通知 

○ １月 ４日（月） 市長査定 ～１月６日（水） 

○ １月 ８日（金） 各課内々示 

○ １月１３日（水） 市長復活査定 ～１月１４日（木） 

○ １月１４日（木） 復活処理 

○ １月１５日（金） 各課内示 

○ １月２０日（水） 各課予算書原稿点検～１月２５日（月） 

○ ２月１５日（月） 臨時庁議、議会会派代表者会議説明、臨時記者会見 

 

  



6 

 

 

 


